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-----------------------------------------------------------


郵便振替00170-6-445473 加入者名大野哲夫





憲法九条についての国民世論は、改正賛成三割、反対六割という水準を保っている。しかし安保となると、沖縄では維持派が一割に満たないのに国民全体では八割近いという大きな認識の落差がある。この落差を埋めるためには安保の現実を私たちがしっかりと見てそれをひろげていかなくてはならないだろう。


ソ連が崩壊した九〇年代以後の日米安保体制は、自衛隊の性格を日本の防衛軍から日米共同作戦による地球規模の海外派兵軍にはっきりと変えた。経済面でもアメリカいいなりに｢構造改革｣を進めてきた。憲法改悪も格差と貧困も、その根は日米安保にあるといえる。けれども中国や北朝鮮が怖いから米軍は｢抑止力｣として必要だという考え方が根強い。だが〇五年以後の防衛白書は、毎年、日本への侵略がおこる可能性は低下したと言い続けている。フィリピンは九二年に米軍基地を撤去したが、その後も他国から侵略されることなく安全を保っている。中国や北朝鮮から軍事力で日本を守ろうというのは、今の世界情勢では架空の物語に過ぎない。安全を守るのは軍事力ではなく外交力。いまＡＳＥＡＮが主導して紛争の平和的解決を約束している東南アジア友好協力条約に日本も中国も北朝鮮も韓国も加盟している。平和への流れも大きくなりつつあるアジアだからこそ、九条をもつ日本が外交力を発揮して友好と信頼で結ばれたアジアをつくる先頭に立つべきではないか。
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調布「憲法ひろば」は八月二十九日、「ロングラン」と銘打って第五五回例会を開催。通算四十五人（昼四十一人、夜二十三人）が参加しました。昼は岩本努世話人の司会で「安保五〇年にあたって憲法九条を考える」のテーマに沿って「憲法ひろば」の世話人三人が発題。夜は大野哲夫・石川康子世話人が今後の「憲法ひろば」の在り方を提案。参加者は、猛暑と張り合うように？熱気の溢れる討論でこれらに応えました。


　　　　　　　（鈴木彰・編）
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私が強調したのは、いま起きている普天間基地の移設問題などを含め、いまの日本の状況が日米安保に支配されてしまっていること、それが国民の中に当たり前のことのように浸透してしまって、沖縄などにだけ、矛盾を集中させていることだった。�　鳩山政権の誕生は、そんな日本の在り方に一石を投じ、国民に期待を持たせたが、官僚体制や古い発送の中で期待はことごとく裏切られた。特に、「国外、最低でも県外」と鳩山首相が言い切った「普天間基地問題」に関しては、外務、防衛両省や米国のメディアを使ったキャンペーンの中で「迷走」したあげく、旧来の「辺野古移設案」へ逆戻りした。鳩山氏はこの責任を取って退陣したが、菅直人・新首相は、保守路線に回帰、鳩山政権の「反動」としての役割を果たしている。�　そんな中で、安保体制は「日本国土の防衛」から「世界の中の安保」に変貌した。戦後のメディアの歴史を見ると、最近の鳩山政権への批判を含め、ずっと米国に支配されていた感じがする。安保をなくし、基地をなくす方向に着実に踏み出さなければならないと思う。北朝鮮との国交回復、中国や韓国を含めた平和条約などを視野に起きながら、長い目で見てその方向に一歩一歩踏み出すことが大事ではないか、と思っている。





弁護士、九条世界会議


実行委員、布田在住





E-Mail：choufu9jou@yahoo.co.jp


WEBサイトhttp://www.geocities.jp/chofu9jou/index.html











歴史教育者協議会、西つつじヶ丘在住





３人の発題者が、どんな思いで何をを発題したか、ご本人に書いていただきました。


写真左から、石山久男さん、丸山重威さん、笹本潤さん。











マスコミ研究者、東つつじヶ丘在住
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戦争で侵略された側のアジアにとって、日米安保は「ビンの蓋」という意味合いもある。「ビンの蓋」というのは、戦争を起こした日本軍国主義を、アメリカが封じるというもの。特に安保条約ができたころのアメリカ、中国は日本を警戒していた。


しかし、冷戦が終結した現在、もはやこのような理屈は通じなくなるはず。「ビンの蓋」である日米安保は除去されなくてはならない。ただし、韓国の人からは、日本の国民が日米安保からの離脱をめざす上で、アジアにおける安全保障観の確立がないと、アジアの人は安保離脱を承認しづらいとの指摘もある。そうでないと自立した日本の軍国主義の復活を許すだけになってしまうからだ。


　その際に重要になるのが、憲法九条の理念である「武力によらない平和」を徹底して、米軍基地、日米安保からの離脱を求めていく運動が重要だと言うことだ。


　今や普天間基地問題一つとっても、アジア情勢との関係は切り離せない関係になってきた。今年五月に鳩山前首相が、県内移設の日米合意を決めた際の大きなきっかけは、韓国の哨戒鑑を北朝鮮が沈没させたという報告の発表だった。今やアジアからの視点を抜きに基地問題も解決できない情勢になっている。

















